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くはじめに＞

国連持続可能開発部( Division of Sustain

able Development : UNDSD) は， 1999年から，

環境管理会計(E nvironmental Management 

Accounting : EMA) を促進するための政府の

役割に関する調査研究プロジェクトを進めてい

る。

そして， これまでの成果を， 2001年4 月 に二

ュ ー ヨ ークで開催される国連持続可能開発委員

会(Commission on Sustainable Development: 

CSD) の第9回大会で公表する。

公表される報告書は， 環境管理会計の「測定

手法」，「リンク」，「政策」 の3テーマについて

まとめられている。「測定手法」では環境管理会

計の内容や具体的なツ ー ルが概説され，「リン

ク」 では環境管理会計と政府や企業およびステ

イクホルダーとの関係が分析され，「政策」では

環境管理会計促進のために政府が採用可能な施

策が検討されている。

このプロジェクトは， 1998年に CSDが決定

した8 つの行動領域のうちのひとっ， 企業の意

思決定を持続可能なものに変更する要因に関す

る研究の一環である。 UNDSDでは， 2001年4

月 の第9回会議での研究成果発表をひとつの区

切りとして， 2002年の地球サミット （リオ+10

会議） も視野に入れて， さらなる展開を目指す

予定である。

環境会計は， 外部報告目的の外部環境会計

( external environmental accounting)と， 内

部管理目的の内部環境会計( internal environ

mental accounting)に大別される［國部(2000

a)]。 環境管理会計(EMA)は内部環境会計と

ほぼ同義であるが， UNDSDが想定する EMA

は内部環境会計よりもやや広く環境会計情報の

外部報告もその範囲に収めている。

UNDSDの第4回専門家会合は本年 6 月 に

環境省主催で日本で開催される。 本稿ではそれ

に先立ち UNDSDの環境管理会計プロジェク

トの概要を解説しておきたい。

これまでの経緯

UNDSDは， 1999年8月30·31 日に「環境管

理会計の促進に関する政府の役割の改善」 に関

す る 第 1 回 専 門 家 会 合(Expert Working 

Group Meeting)を開き， このプロジェクトを

始動させた。 第1回会合は， 米国環境保誰庁

(EPA)が主催し， 国連環境計画(UNEP), 欧

州委員会(EC DG3III),, レンド大学産業環境経

済学センターの後援で開催された。 出席者は約

50名で参加登録国は15 カ国であった。

第1回会合は各国の取組に関する報告が中心

で， その内容には， ミーティングレポートとミ
ーティングドキュメントからなる報告書"Im

proving Government's Role in the Promotion 

of E nvironmental Management Accounting" 

にまとめられ， 国連より発行されている。

第2回専門家会合はオ ーストリア交通革新技

術省の後援で， 2000年5月15·16日にウィーン

で開催された。 出席者は約40名で参加登録国は

18カ国であった。 大会では， 各国政府関係者の

報告と専門家および国際機関の報告の2 部構成

で行われた。
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各国政府関係者からは環境会計のみならず環

境報告書やクリーナ ープロダクションなど多岐

の分野にわたる各国の取組が紹介された。 専門

家報告は， UNDSDの3つのテーマである環境

管理会計の「測定手法」「リンク」「政策」 に関

連するものとそれ以外に分かれた。 第2回会合

の 概 要 に つ い て は http://www.un.org/esa/ 

sustdev / est em a vienna.htmから情報を入手で

きる。

第3回専門家会合は2000年11月 1~3日， ド

イツ環境省およぴ教育研究省の後援によりボン

で開催された。 出席者は約50名で， 各国政府関

係者， 国際機関関係者および専門家の3層から

構成される。 政府関係者としてはアルゼンチン，

オ ーストリア， カナダ， ベルギ ー， コロンビア，

チェコ， デンマ ーク， エジプト， プラジル， フ

ィンランド， ドイッ， ハンガリー， イタリア，

日本， オランダ， ノルウェ ー， フィリピン， ポ

ーランド， ポルトガル， スロバキア， スウェ ー

デン， イギリス， タンザニア， セントルシア，

アメリカの25 カ国から参加があった。 国際機関

としては主催者の UNDSDをはじめ， 国連環境

計画 (UNEP)等が参加登録しており， 専門家

は各国の大学 ・研究機関などから参加があった。

大会では， 前述の3つのテーマについてのワー

クプックドラフトの報告· 検討を中心に進めら

れた。

ちなみに筆者は環境省の依頼により， 第2回

および第3回会合に出席した。

II ワ ークブックの構成

UNDSDがこれまで調査研究をまとめて成

果として発表する3つのワークプックのタイト

ル， 執筆者およびスポンサー国は以下のとおり

である。

［ワークプック1 l 

タ イ ト ル： E nvironmental Management 

Accounting Metrics-Procedures and Princi

pies (EMAの測定手法と原理）

執筆者： C. ャッシュ (!OW, ウィーン， オ ー

ストリア）

スポンサー : ォ ーストリア

［ワークプック2 ]

タイトル： EMA and the Links between 

different Levels of Decision Making (EMA 

とさまざまな意思決定間のリンク）

執箪者： s. シャルッテガー， T. ハーン（リ

ュ ー ネプルク大学， ドイツ） R. パリュット（オ
ーストラリア国立大学）

スポンサ ー：ドイツ

［ワークプック3]

タイトル： Policy Pathways for Promoting 

E nvironmental Management Accounting (環

境管理会計を促進する政策）

執筆者： D .E . サベ ージ，L.リゴン（テラス研

究所， アメリカ），J.ロムセック(JOINTS, ォ
ーストリア）

スポンサ ー：カナダ， オ ーストリア

各ワークプックの内容については後述するが，

ここで注目すべきは， それぞれのワークプック

のスポンサ ー国である。 ワークプック1 はオ ー

ストリア， ワークプック2 はドイツ， ワークプ

ック3はカナダとオーストリアがそれぞれ資金

提供を行っている。 これをみるとオ ーストリア

およびドイツが大きく関わっていることがわか

る。 資金星に応じて， 内容にも影響力を持つこ

とにもなるため， UNDSDのプロジェクトは必

然的にドイツ ・ オ ーストリア型の環境管理会計

が色濃く反映される可能性が高く， 実際にその

傾向が認められる。 このことは各ワークプック

の内容を理解する上で璽要なポイントである。

国連のプロジェクトは， 基本的に各国政府機

関を対象とするものであり， それを国内政策に

どのように反映させるかは各国政府の役割にな

る。 したがって， これらのワークプックも基本

的には政府機関を対象として執筆されており，

特に， ワークプックの2 と3は政策担当者に有

効なものである。

しかし， 環境管理会計を普及・促進していく

••

 

,
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ためには，環境管理会計の全体像を理解するこ

とが前提であり，ワ ークプック1はそのための

ものである。これは企業等の実務関係者にも大

変参考になるものなので，以下では，ワ ークプ

ック1の内容を中心に解説しよう。

Ill 環境管理会計 (EMA) の定義

ワ ークプック1の目的は環境管理会計の全体

像を提供し，あわせて将来の発展方向を示すこ

とである。本ワ ークプックの構成は下記のとお

りである。

(1) 序言

(2 ) EMAとは何か

(3) 環境コストとは何か

(4) 年間企業環境支出

(5) システムバウンダリー

(6) 一歩進めた EMA ― ープロセスフローチ

ャ ートと原価会計

( 7 )  適用事例＿環境パフォ ーマンス指標

(8) 適用事例＿環境プロジェクトと投資の
コスト節約計算

( 9)展望

ワ ー ク ブ ッ ク 1 で は ま ず 環 境 管 理 会 計
( EMA)が定義される。環境管理会計は，環境

会計の中でも企業内部での活用を指向する内部

環境会計を包括する概念であるが，その具体的

な内容については国際的にも漠然とした理解し

かない。そこでワ ークプック1ではその内容を

〔図1〕のように示している

図1に明らかなように，会計はまず「貨幣単

位の会計」と「物量単位の会計」に分けられ，

環境管理会計も貨幣的環境管理会計( monetary
environmental management accounting 

MEMA)と物量的環境管理会計(physical envi

ronmental management accounting : PEMA) 

に区分される。前者は環境コストあるいは環境

ベネフィットの計算，後者は物量ベースでの環

境負荷の測定が主な課題である。「物量単位の会

計」という表現は日本ではなじみにくいかもし
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れないが，ドイツ語圏では，ェコバランスなど
の物羅計算手法も「会計」の範離に取り入れる
考え方があり，ここでもそのような思考が反映
されている。

〔図1〕 環境管理会計の定義

貨幣単位の会計 物量単位の会計

環
貨境

幣
�

�

,
MEMAおよびPEMAの具体的な内容も列

挙されている。MEMAには，過去志向のものと
して年次環境支出・原価，環境支出•投資 ・負
債の外部開示があり，未来志向のものとしては

環境予算•投資評価，プロジェクトの原価節約
とベネフィットが含まれる。一方PEMAには

過去志向のものとしてマテリアル・エネルギ
ー ・水のフローバランス，環境パフォ ーマンス

評価 ・ 指標とベンチマ ーク，外部環境報告が，
未来志向のものとして物量環境予算•投資評価，
定量的パフォ ーマンス目標設定，EMSの設計・

実行，環境適合設計，サプライチェーンマネジ
メントなどが含まれている。

このように環境管理会計を貨幣単位と物量単
位に分け，さらに 過去志向，未来志向に分割し
ているところに，ワ ークブック1の特徴がある。
さらに，従来は外部環境会計に属すると考えら
れてきた環境会計情報（貨幣単位と物量単位の
双方を含む）の外部報告も，環境管理会計に含
めている。これは，環境管理会計の概念的拡張
と考えられるが， UNDSDのプロジェクトは企

業の内部管理を指向しているため，外部環境会
計は言及されてはいるが，現在までのところ主
要なテーマとはなっていない。

伝
統
的
な
会
計

IV 環境コスト概念の拡張

環境管理会計が，日本で一般的に理解されて

いる環境会計と大きく異なる点は，環境コスト
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の範囲である。ワ ークプック1では，環境コス

トは次の3つの要素から構成されるとしている。

① 環境保全コスト

② 廃棄原材料費

③ 廃棄資本・労務費

①は環境保全目的で使用したコストを指し，

②は製造過程で発生した廃棄物中に含まれる原

材料費である（エネルギー費を含む）。③は廃棄

物に配分される資本的支出（設備投資の減価償

却費等）と労務費を指す。以上3つをあわせる

と「総企業環境コスト」となる。

日本の環境省「環境会計ガイドライン」(2000 )

で対象とされる環境コストは，環境保全コスト

として定義されており，詳細項目に関しては内

容の異なる点もあるが，概念的には①に該当す

る。②および③はコスト支出そのものが環境保

全に寄与するものではないため，ガイドライン

では環境コストとして識別されていない。

しかし，原材料費はもともと自然資源に依存

している以上，その効率的な管理は地球環境に

とってきわめて重要であり，廃菓される原材料

費は環境管理会計にとって中心的な管理対象と

なる。さらに，設備投資の減価償却費や労務費

もその適当な割合が廃棄物原価へ配分されるこ

とによって，適切な製品および廃棄物の原価が

算定されるので，これらを環境管理会計の対象

に含めて考える見方をワ ークプックでは採用し

ている。このような拡張された環境コスト概念

は，最近のヨ ーロッパでの環境会計の新しい動

向を反映したものである。

＞
 

環境コスト 一 覧表

上記のように定義された環境コストについて，

ワ ークプック1では次項の環境コスト一 覧表

〔表1〕にまとめることを提案している。

表1では，縦軸が環境コストで，カテゴリ ー

1番は廃棄物及び排出物の処理費用，2 番は公

害防止・環境マネジメントであり，この2 つが

環境保全コストとなる。3番は非製品アウトプ

ット（廃棄物や環境への放出物）の原材料 ・ エ

ネルギ ー購入価値であり，先ほどの廃棄原材料

費を指す。4番が非製品アウトプットの加工コ

ストで廃棄資本·労務費を意味する。

さらにこの一覧表では，その環境コストの額

をカテゴリー 別だけではなく，企業と環境との

媒介( environmental media), つまりその環境

コストがどういった環境領域（たとえば廃水や

大気汚染）を通じて影響を与えているのか，と

いうことを横軸として用いてマトリックスを作

成している。

このような環境コスト一覧表は，オ ーストリ

アの環境省 による環境会計プロジェクトの成果

を反映している。オ ーストリア環境青年家庭省

( BMUJF) は1997年に環境会計に関する報告

書をまとめており，この環境媒体別に環境コス

トを集計する考え方が示されている[BMUJF

(1997)]。

ちなみにスウェ ー デンの製紙会社 SCA社は，

同社のオ ーストリア工場で，このオ ーストリア

式の環境会計の導入を試み，環境コストと環境

媒体によるマトリックス型の環境コスト一覧表

を環境報告書において開示している［詳細につ

いては，國部 (2000b) および倉阪(2001) を参

照］。

VI 一 歩進んだ環境管理会計

ワ ークプック1は環境管理会計の概説が中心

で，貸借対照表や損益計算書，マテリアルフロ
ーバランスなどの，いわば伝統的な環境会計手

法を解説する一方で，一歩進んだ環境管理会計

として活動基準原価計算( Activity Based Cost

ing: ABC) とフロ ー コスト会計を紹介してい

る。
ABCは，環境会計の手法として開発されたも

のではなく，原価計算を精緻化する手法として

アメリカで開発されたものである。ABCの目的

は，間接費として処理されてきたコストを製品

やプロセスに配賦する際に，より合理的な配賦
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〔表1〕 環境コスト 一覧表

環境媒体

環境コスト・支出
カテゴリ ー

; :1廃 水1廃棄物1孟下:1::は9ばI放 熱Iその他I合

1. 廃棄物およぴ排出物処理

1.1関連設備の減価償却

1.2維持及び運転資材・サ ー ピス

1. 3人件費

1. 4手数料， 税， 課金

1. 5罰金， 科料

1.6環境負債の保険

1. 7浄化・修復の引当金

2. 公害防止と環境マネジメント

2 .1棗境マネジメントのための外部サー ピス

2.2一般環境マネジメントのための人件費

2.3研究開発

2.4浄化技術への追加支出

2. 5その他の環境マネジメントコスト

3 • 非製品アウトプットの材料購入価値

3 .1原材料

3.2梱包

3.3補助材料

3.4運転資材

3. 5エネルギ ー

3.6水
4. 非製品アウトプットの加エコスト

こ環境支出

5 • 環境収入

5.1助成金，貰

5.2他の収益

こ環境収入

基準を使用することによって， 製品原価の計算

をより正確にするところにある。 環境コストの

多くは間接費として処理されてきたので，ABC

を適用することによって多くの改善が期待でき

るとされている。

これに対して，フローコスト会計（正確には
マテリアルフローコスト会計）は，環境管理会
計の新しい手法としてドイツの経営環境研究所
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(Institute fur Manage ment und Umwelt: 

!MU)が開発した手法である。 この手法の詳細

は Strobel and Redman (2000)に詳しく，ヮ

ークプック 1 の説明もほんとんど!MUの手法

に依拠している。

フローコスト会計は，製造工程において，マ

テリアルのフローを物量ベースと金額ベースの

双方で把握することによって，工程のどの段階

でどの程度の廃棄物が排出され，それが金額的

にいくらの価値を浪費したものかを明らかにす

る方法である。 廃棄物には，原材料費だけでは

なく，システムコストと呼ばれる資本コストや

労務費も配分され，より総合的な意思決定に資

するように工夫されている。

フローコスト会計はいまだ発展途中にあるが，

ドイツでは政府機関の資金援助を得て数十社の

製造業への導入事例がある。 日本でも筆者が委

員長を務める経済産業省委託の産業環境管理協

会の環境会計プロジェクトでフローコスト会計

の導入事例研究がなされており，平成12年度の

報告書でその結果を発表する予定である。

VII 環境管理会計のリンク

環境管理会計を国内で促進しようという政策

担当者にとって，環境管理会計が政府の諸機関

や企業とどのような関係にあるのかを把握する

ことは重要である。 ワ ークプック2のテーマは

ここにある。

ワ ークプック 2 では，政府機関（環境省，商

業省，税務省）と企業部門（経営トップ，会計

財務部門，環境部門等）が環境管理会計の具体

的な手法によってどの程度リンクさせられうる

かが検討されている。 その場合，それらの機関

が環境管理会計を通じて直接リンクする場合と，

他の会計手法や経営システム及びステイクホル

ダーを介在させる問接的リンクがある。

ワ ークブック 2 はこれらのリンケ ージを細分

化して，ひとつひとつのケ ースについて非常に

細かい考察を加えている。 ちなみにワ ークプッ

ク 2 の著者であるシャルテッガーとバリットは，

共著で「現代環境会計」という著書を公刊して

おり， ワ ークプック2の議論は同書の理論をベ
ー ス に し て い る[Schaltegger and Burritt 

(2000)]。

VIII 環境管理会計を促進する政策

環境管理会計を促進していく上で政府がどの

ような役割を果たすべきか，これがワ ークプッ

ク3のテーマである。 そこでは，政府が環境管

理会計を促進する理由として3つがあげられて

いる。

① 企業自身が環境保全とコスト支出を正当

化しうる。

② 政策によって企業に与えるコストを明ら

かにすることにより既存の政策の有効性を

高める。

③ 環境会計データが将来の政策決定に役立

つ。

ワ ークプック3では政府機関が環境管理会計

を促進するケー ススタディも行っており，地方

政府ではオーストリアのグラーツ，州政府で二

ュ ー ジャ ー ジー 州， ケベック州，中央政府とし

てはデンマーク，フィンランド，ドイツ， 日本，

オランダ，アメリカ，オー ストリア，オースト

ラリア，国際機関ではUNCTAD, その他国連

各機関でのプロジェクトなど，17の事例が紹介

されている。 しかしそのうち環境会計あるいは

環境管理会計に限定したものは少数である。

日本の環境省環境会計ガイドラインについて

は，その特徴は内部利用と外部利用の統合， 貨

幣情報と非貨幣情報の併用にあると評価されて

いる。 ワ ークプック3では，日本の事例に示さ

れるような環境管理会計情報の外部開示の重要

性も示唆されている。

IX 環境管理会計の今後の課題

UNDSDのプロジェクトは2001 年春に 3つ
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のワ ー クプックを発表して， ひとつの区切りを UNDSDの会合は重要な意味を持つであろう。

つけることになるが， 事務局としてはこれを恒

久的な組織として運営していきたいという意向

もあるようだ。 今後のプロジェクトとしては，

① ISOの関係，②会計基準との関係，③ロ ー カ

ルアジェンダ21との関係， の3つのテ ーマが議

題として提案されており， ワ ー キンググル ープ

の設置も計画されている。

ISOとの関係では，IS014000シリー ズに環境

管理会計を提案できないかということも視野に

おいて検討したい意向のようである。 また， 会

計基準に関しても， UNDSDの研究成果を会計

士団体を通じて会計基準に影響させたい意図が

あるようだ。 ロ ー カルアジェンダ21との関係に

ついては， すでにオ ー ストラリアで地方自治体

に環境会計を導入するプロジェクトが進んでい

るのでそれとの連携を視野に入れている。

また， 新しいテ ー マとして， 環境管理会計と

品質マネジメントの関係， 中小企業のための環

境管理会計， ワ ー クプック1 に基づくケ ー スス

タディ， 産業別の環境管理会計の検討などが提

案されている。

このように環境会計・環境管理会計を環境保

全のための社会的インフラとして開発・整備し

ようという動きは， 国際レベルで非常に強まっ

ている。 この動きにはアジア諸国も大きな関心

を寄せており， すでにタイ・ フィリピン・韓国

などでは研究が行われ， 先進国で開発された手

法を導入したいという要望もある。 このような

動向を反映して， アジア太平洋環境管理会計ネ

ッ ト ワ ー ク(Environmental Management 

Accounting Network-Asia Pacific: EMAN

AP)も結成され， 筆者も運営委員として参画す

ることになっている。UNDSDはこのような環

境管理会計のネットワ ー クづくりにも関心を示

している。

日本は， 環境会計・環境管理会計に関しては

世界の最先端を走っており， 今後これらの国々

を牽引する役割を果たすことも期待されている。

その意味で も本年6月に日 本で開催さ れる

［引用文献］

BMUJF(l997) Entwicklung Eines Methodischen 

A硲atzes z1,r Ableitung von Umwe//kosten a硲

dem Betガeblichen Rechnungswesen, Bundes

ministerium fur Umwelt, Jugend und Familie. 

Schaltegger,S. and Burritt,R.(2000) Contemporary 

Environmental Accounting, Greenleaf Publish・

ing. 

Strobel, M. and Redman,C.(2000) Flow Cost 

Accounting, Institut fur Management und 

Umwelt. (中巌道靖・水口剛・國部克彦・大西靖

「!MUのマテリアル・フロー ・コスト会計」神戸

大学大学院経営学研究科ディスカッションペ ー

パーNo.2001·2.)

環境省(2000)「環境会計システムの確立に向けて.I
環境省

倉阪智子(2001)「材料の流れを徹底的に把握する

ーマテリアルフロ ー ・コスト会計で資材のム

ダを省く」「日経エコロジ一j 3月号。

國部克彦 (2000a)「環境会計ー一改訂増補版j新世

社。

國部克彦(200Gb)「外部報告から内部マネジメント

ヘ ーー サプライチェ ーンとマテリアルフロ ー 」

f旬刊経理情報」9月20日号。

［付記］

本稿は2001年1月末現在で利用可能な情報をも

とにしており，ワ ークブックドラフトは最終段階で

若干の修正が施される可能性もある。なお，本稿の

作成に当たっては，神戸大学図部研究室の川原千明

の協力を得た。

84 企業会計2001 Vol.53 No.5 (708) 


